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要  旨 

 

本論文ではベトナムの製造業を対象に、外国直接投資（FDI）が在ベトナム企業の

環境取り組みに及ぼす影響を、ベトナム統計局の企業レベルのデータを用いて検

証した。分析では外資割合による直接効果に加えて、産業内及び川上・川下産業

に存在する外資系企業からのスピルオーバー効果について検証した。環境マネジ

メントシステムの採用など５つの指標で測った個別企業の環境への取り組みを被

説明変数として推定を行ったところ、直接効果については環境への取り組みを促

進する効果がみられた。また、産業内の水平的なスピルオーバーはおおむね負の

効果で、川上・川下産業の外資系企業からの前方連関・後方連関のスピルオーバ

ーはほとんど統計的に有意でないものの、貿易を行っていると正で有意な後方連

関のスピルオーバー効果がみられるなど興味深い結果が得られた。さらに投資国

別の分析も行ったところ、投資国により効果が異なることが明らかになった。 
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１． 背景 

 

 急速な経済成長のポテンシャルを有する発展途上国の台頭を背景に、経済成長と環境の

関係性に関する議論はますます重要性を高めている。経済成長と環境の関係性に関する先

駆的研究である Grossman and Krueger (1995)に続いて、多くの研究者が経済成長と環境

との関係について理論的・実証的に分析してきている。それらの研究において指摘されて

いる経済成長が環境に与える影響は、主に３つの効果にまとめることができる (Copeland 

and Taylor, 2004; Brock and Taylor, 2006; Tsurumi and Managi, 2010)。１つは規模効果

（scale effect）であり、生産量の増大によって投入量が増え、副生成物としての汚染が増

大するというものである。２つ目は技術効果（technique effect）であり、生産方法の変化

が環境負荷に及ぼす影響であり、汚染改善に対する需要の高まりが技術進歩や環境負荷の

低い生産工程につながることが影響するというものである。３つ目は構成比効果

（composition effect）であり、汚染集約産業の割合変化すなわち産業構造変化による影響

である。また、国際貿易についても、経済成長と同様に貿易自由化が規模効果、技術効果、

そして比較優位を通して産業構造が変化することによる構成比効果を通じて環境に影響を

与えることが論じられてきている（Tsurumi and Managi, 2014）。貿易に関しては、貿易

活動を行っている企業は外国の需要あるいは環境規制に影響を受けるという点についても

考慮が必要である。 

他方で、経済成長や貿易とは別経路として外国直接投資（FDI）が環境に与える影響に注

目がなされてきている。例えば投資ホスト国の環境に与える影響に関しては議論が増えつ

つあるものの、一致した見解は得られていない (Wang and Chen, 2014)。すなわち、FDI

が汚染産業を発展途上国に誘引するとする汚染逃避地仮説（pollution haven hypothesis）

に代表される研究（たとえば Mani and Wheeler, 1998; Bommer, 1999; Cole, 2003, 2004; 

List et al., 2003; Levinson and Taylor, 2008; Lan et al., 2012）がある一方で、FDI が最適

な経営管理方法あるいは優れた環境技術をホスト国に普及させ、発展途上国にハロー（後

光）効果（pollution halos）をもたらすという研究もある(Christmann and Taylor, 2001; 

Eskeland and Harrison, 2003)。 

対内 FDI がホスト国に与える影響は、環境に限らず様々な視点から研究されてきている。

しかし、それらの研究の中で最も研究成果の蓄積がされているのはホスト国の地場企業の

生産性に対するスピルオーバー効果を検証するものであり（たとえば Haddad and 

Harrison, 1993; Aitken and Harrison, 1999; Javorcik, 2004)、対内 FDI がホスト国の環境

に及ぼす影響に関する研究はそれほど活発に行われてきていない。この分野の先行研究で

は対内 FDI を環境負荷の決定要因として考慮する根拠として、途上国経済が対内 FDI を通

して技術移転を期待する点を指摘しているが（Dinda, 2004）、FDI が環境に及ぼす影響に

関して先行研究は一致した結果を得るにいたっていない。FDI が環境に及ぼす影響に関す

る研究は、その多くが国レベルあるいは地域レベルのデータを用いたマクロ分析である。
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たとえば Antweiler et al. (2001)は二酸化硫黄濃度の決定要因を検証し、FDI 流入のパラメ

ータは正の符号あるいは統計的に有意ではないという結果を得ている。また Neequaye and 

Oladi (2015)は複数の途上国のパネルデータを用いて FDI の流入が環境に及ぼす影響を検

証しており、政治腐敗の度合いで影響は弱まるものの、FDI 流入が環境負荷を低減させる

可能性を示している。一方で Wang and Chen (2014)は中国の市レベルのデータを用いて、

中国に対する FDI が二酸化硫黄排出量に及ぼす影響を検証し、OECD 諸国からの投資は排

出量を増大させる一方で、香港、マカオ、台湾といった国からの投資は統計的に有意な効

果が見出されないとしている。 

以上のようなマクロデータを用いた分析と比較して、途上国の企業レベルのデータを用

いた研究は限られている。特に、被説明変数に汚染水準を用いて対内 FDI の影響を検証し

ている研究は少なく、著者らの知る限り、インドネシア（Pargal and Wheeler, 1996）およ

び中国（Wang and Jin, 2007; Jiang et al, 2014）程度となっている。Pargal and Wheeler 

(1996)はインドネシアのプラントレベルのデータを用いて、水質汚染集約度を被説明変数と

した分析を行っている。分析の結果、外資であることと汚染集約度との関係性には統計的

有意性が得られていない。同研究では途上国のような厳格な制度が確立されていない国で

はインフォーマルな規制が重要であることを指摘しており、従業員の地域採用割合、所得

水準、教育水準が汚染集約度を低減させる可能性を見出している。また、Wang and Jin 

(2007)は中国のプラントレベルのデータを用いて、外資との合弁企業が最も大気汚染集約度

が低いことを示し、Jiang et al. (2014)は中国の製造業におけるプラントレベルデータを使

って、廃液、大気汚染、固形廃棄物について外資であるほど、貿易を行っている企業ほど

その集約度が低いという結果を報告している。以上のように外資はインドネシアでは統計

的有意性が得られていないものの、中国では汚染集約度が低いことが見出されている。 

なお、FDI がエネルギー集約度に及ぼす影響に関する研究も行われてきている。たとえ

ば、Eskeland and Harrison (2003)はコートジボワール、ベネズエラ、メキシコのプラント

レベルのデータを用い、外資系企業はエネルギー効率が高く、よりクリーンなエネルギー

を用いている（電力の割合が大きい）ことを見出している。また、Cole et al. (2008)は、ガ

ーナの製造業企業のデータを用い、エネルギー集約度および電力使用量集約度を被説明変

数とし、外資の資本割合には関係性が見出せない一方で、外国企業による訓練を経営者が

受けていることはエネルギー集約度を低下させること、その傾向は外資の割合が高いほど

強まることを見出し、外資割合が高いほど、よりクリーンなエネルギーを用いている（電

力の割合が大きい）ことを見出している。さらに Dardati and Saygili (2012)はチリの製造

業のプラントレベルのデータを用い、外資は生産性をコントロールした上でも地場企業よ

りもエネルギー集約度が小さいことを示している。以上のようにエネルギー集約度に関す

る研究では多くの途上国で外資は地場企業に比べて環境負荷が小さいということが見出さ

れてきている。 

また、環境に関する変数としてサーベイより得た「企業の環境への取り組み度合い」が
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一般的に用いられている。たとえば、Christmann and Taylor (2001)では中国の企業レベ

ルのデータを利用して、被説明変数にサーベイによる環境への取り組みの自己評価指標を

用い、外資系企業は環境への取り組みに積極的であることを示している。また、

Tambunlertchai et al. (2014)では、タイの製造業における企業対象のサーベイデータを用

いて、ISO14001 の導入に関して、FDI、特に OECD からの FDI が導入を促進することを

報告している。以上のように中国とタイの研究では外資は地場企業と比較して環境への取

り組みに積極的であることが見出されている。 

なお、FDI のホスト国の環境に対する影響について分析した先行研究では、企業の外資

割合を説明変数とした研究が多く、これは FDI による「直接効果」を検証していると位置

づけることができる。他方で、同一・川上・川下産業における外資系企業の存在が地場企

業の環境負荷に及ぼす間接的な効果（スピルオーバー効果）に関して分析を行った先行研

究はごく僅かであり、我々の知る限りそのような研究として Albornoz et al. (2009, 2014)

が挙げられる程度である。Albornoz et al. (2009, 2014)はアルゼンチンの製造業企業に対す

るサーベイデータを用いて、環境への取り組みを被説明変数として FDI の直接効果および

スピルオーバー効果を検証している。分析の結果、外資系企業は地場企業よりも環境への

取り組みに積極的であること、外資系企業から地場企業へのスピルオーバー効果が存在し、

その効果は外資系企業と地場企業との技術ギャップが小さいほど大きくなるという分析結

果を示している。 

以上のような研究の現状を踏まえて、本研究では FDI がホスト国の環境に及ぼす影響に

ついて直接効果に加えて、同一・川上・川下産業における外資系企業からのスピルオーバ

ー効果について分析を行う。Albornoz et al. (2009, 2014)に従って、本稿ではそのようなス

ピルオーバー効果を「環境配慮行動のスピルオーバー（environmental spillovers）効果」

と呼ぶことにする。これまでにアジアの国を対象にして FDI の環境配慮行動のスピルオー

バー効果に関する分析を行った研究が皆無であることから、本研究ではベトナムにおける

企業レベルのサーベイデータを用いて、FDI の環境効果を検証する1。まずは先行研究と同

様のアプローチによって、FDI による直接効果と水平方向及び垂直方向のスピルオーバー

効果について分析する。また、投資国によってそれらの効果が異なる可能性が考えられる

が、先行研究では投資国別の検証が行われていない。そこで本論文ではその点についても

分析を行う。 

本稿ではまず 2 節で環境配慮行動のスピルオーバー効果のメカニズムについて触れ、3 節

で用いるデータと推計モデルを提示する。4 節で推計結果を示し、5 節で推計結果の頑健性

を確認する。最後に 6 節で分析結果のまとめと考察を行う。 

                                                  
1 ただし、Ni et al. (2015a)は本研究と同じベトナムの企業レベルデータを用いて ISO14001 導入の決定要

因として説明変数に FDI の直接効果である外資割合を含めた検証を行っている。検証の結果、外資の導入

が直接効果の意味で ISO14001 導入に結びついていることを見出すとともに、その導入が当該企業の汚染

処理率や売上、TFP 向上に寄与している可能性を見出している。また Ni et al. (2015b)は同じベトナムの

データを用い、TFP の決定要因を検証し、投資国別の FDI のスピルオーバー効果を分析している。 
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２． 環境配慮行動のスピルオーバー効果のメカニズムについて 

 

本節では、本稿で実証的に検証を行う環境配慮行動のスピルオーバー効果のメカニズム

について概説する。まず、環境への取り組みに限らず、対内 FDI によって外国企業の優れ

た技術や知識、経営管理方法などが地場企業へ波及するスピルオーバー効果が発生する要

因として、たとえば地場企業が外資系企業の製品を模倣する、あるいは外資系企業が用い

ている技術を学習し導入するというデモンストレーション効果の存在が指摘されている

（Brambilla et al., 2009）。また、外資系企業の優れた技術が体化された中間財や資本財な

どを使用することによる地場企業の生産性の向上や、取引先である外資系企業からの高い

水準の要求に応えるために地場企業が努力をして生産工程を改善したり財の品質を向上さ

せたりすることや、外資系企業が取引先の地場企業に対して技術指導を行うことによる効

果なども挙げられる（Javorcik, 2004; Blalock and Gertler, 2008）。さらに、外資系企業の

従業員や技術者の地場企業への転職も知識の伝播につながることが指摘されてきている

（Markusen and Trofimenko, 2008）。なお、同一産業内における外資系企業の影響はスピ

ルオーバー効果がある一方で、外資の参入により競争が激しくなり、地場企業のマーケッ

トシェアが減少することで悪影響を受ける地場企業の存在も指摘されてきている（Aitken 

and Harrison, 1999; Saggi, 2006）。 

地場企業の環境への取り組みについても、外資系企業の優れた技術が体化された中間財

や資本財などを使用することによる汚染排出の抑制をはじめ、同一産業あるいは関連する

産業における外資系企業からのデモンストレーション効果や、取引先である外資系企業か

らの要求に応えるために環境への取り組みを改善させるなど、一般的なスピルオーバー効

果と同様のメカニズムが働くと考えられる。しかし、知識や技術の吸収とは異なり、環境

への取り組みについては、それによって費用の削減効果や（消費者に対する企業イメージ

の改善等による）売上の向上効果などが期待できなければ、地場企業にとってスピルオー

バー効果を受ける誘因が働かない可能性がある。特にホスト国が途上国である場合には、

国内の消費者の環境意識はさほど高くないかもしれないので、消費者の企業イメージ改善

による売上向上効果や取引先からの要求に基づく環境への取り組み強化という意味では、

先進国市場との貿易の有無が環境スピルオーバーの強さに影響することが予想される。 

ここで注意すべきは、企業レベルやプラントレベルの分析において、FDI がホスト国の

生産性に及ぼす影響に関する研究はコンセンサスを得るに至っていない点である。すなわ

ちホスト国により影響が異なる可能性が示唆されている（Barba Navaretti and Venables, 

2004; Görg and Greenaway, 2004; Kim et al, 2015）。具体的には、Haddad and Harrison 

(1993)はモロッコの製造業、Djankov and Hoekman (2000)はチェコについて検証を行って

いるが統計的有意性が見出されておらず、Aitken and Harrison (1999)ではベネズエラのプ

ラントデータを用いた分析で FDI のマイナスの影響が見出されている。一方で、Görg and 

Strobl (2002)や Haskel et al. (2007)ではそれぞれアイルランドとイギリスについて正の影
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響が見出されている。このようなホスト国別にスピルオーバー効果が異なる理由としては、

先行研究では以下の 3 点の指摘がある。1 点目は absorptive capacity と呼ばれるホスト国

の知識の吸収能力の影響、2 点目は投資国がホスト国で研究開発活動を行うかどうか、そし

て 3 点目は貿易活動の影響である。 

まず 1 点目の吸収能力に関しては、投資国とホスト国との間の技術水準のギャップが大

きい場合、知識の伝播が起こりにくいという考えに基づく（Borensztein et al., 1998)。多

くの研究でこの技術吸収能力の影響が見出されている。また、2 点目の研究開発活動につい

ては Todo and Miyamoto (2006) や Todo et al. (2011) が検証しており、ホスト国において

研究開発活動を行っている外資系企業は地場企業にスピルオーバー効果をもたらすが、研

究開発活動を行っていない外資系企業はそのような効果を持たない事をそれぞれインドネ

シア、北京の企業データを用いて実証的に示している。3 点目の貿易活動の影響に関しては、

1 点目とほぼ同様であるが、地場企業が貿易活動を通して海外知識のスピルオーバー効果を

得ることができる「輸出の学習効果」(Salomon, 2006) は外資系企業から地場企業へのスピ

ルオーバー効果と同質のものである点が指摘される。地場企業が貿易活動を通して知識の

吸収能力を有するようになっているのであれば相乗効果として外資系企業からの知識の吸

収能力も高まることが期待される。また、途上国の地場企業は製品の品質を向上させるこ

とにより、所得水準が高い国に高付加価値な製品を輸出して利益を得るインセンティブが

あることが指摘されている（Verhoogen, 2008）。たとえば、Ederington and McCalman 

(2008)において輸出企業が一般に国内企業よりも早く新技術を導入することが理論的に示

されている。一般に所得水準が高い国は、環境規制が厳しいだけでなく、消費者の環境に

対する需要も高いと考えられ、そういった国との貿易を考慮に入れることは環境への取り

組みに影響を及ぼすことも予想される。 

以上のような点を踏まえて、本稿では環境への取り組みに関するスピルオーバー効果を

検証していく。 

 

３．データ及び推計モデル 

 

本稿ではベトナム統計局の Annual Survey on Enterprises の企業レベルデータを用いる。

このデータはベトナム企業を対象に毎年行われている全数調査のサーベイであり、ベトナ

ムの全ての地場企業と外資系企業をカバーしている。ただし、従業員数が 10 名以下の地場

企業についてはランダムに企業が選ばれ、また家内経営企業については対象から除外され

ている。本稿の分析対象は製造業であり、表 1 に示す 21 産業を対象とする。表 1 には外資

の割合も示しているが、産業別に外資割合は大きく異なることと、サンプル全体の平均で

は約 4 分の 1 が外資となっていることがわかる2。 

                                                  
2 ここで外資の定義は OECD や IMF の定義に従い、資本割合のうち 10％以上を外資が占める場合として

いる。 
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表 1 産業別企業数 (Year: 2007-2008) 

 
Sector All 

Domestic 
company 

Foreign 
company 

% of 
foreign 

company
15 Food and beverages 447 241 206 46.085
16 Cigarettes and tobacco 854 775 79 9.251
17 Textile products 780 680 100 12.821
18 Wearing apparel, dressing and dying of fur 306 263 43 14.052
19 Leather and products of leather; leather substitutes; footwear 13 10 3 23.077
20 Wood and wood products, excluding furniture 658 375 283 43.009
21 Paper and paper products 202 161 41 20.297
22 Printing, publishing, and reproduction of recorded media 915 537 378 41.312
23 Coke and refined petroleum products and nuclear fuel 1542 1412 130 8.431
24 Chemicals and chemical products 462 405 57 12.338
25 Rubber and plastic products 1416 999 417 29.449
26 Other non-metallic mineral products 203 63 140 68.966
27 Iron, steel and non-ferrous metal basic industries 385 200 185 48.052
28 Fabricated metal products, except machinery and equipment 292 216 76 26.027
29 Machinery and equipment 227 84 143 63.436
30 Computer and office equipment 297 202 95 31.987
31 Electrical machinery apparatus, appliances and supplies 954 744 210 22.013
32 Radios, television and telecommunication devices 407 203 204 50.123
33 Medical equipment, optical instruments 43 39 4 9.302
34 Motor vehicles and trailers 0 0 0 -
35 Other transport equipment 234 224 10 4.274
36 Furniture and other products not classified elsewhere 56 56 0 0
37 Recycles products 5 5 0 0
  10698 7894 2804 26.206
（出所）ベトナム統計局 Annual Survey on Enterprises の 2007-08 年データより筆者が算出。 
（注）産業分類はベトナムにおける産業分類である Vietnam Standard Industrial Classification (VSIC)
の 2 桁コードを用いている。この分類は ISIC に準拠しており、4 桁レベルで一致している。 

 

2007 年と 2008 年の調査では環境への取り組みに関して、5 つの項目について尋ねられ

ている。具体的には表 2 に示す 5 設問であり、回答はいずれの項目も「はい（Yes）」と「い

いえ（No）」である。産業別の内資企業と外資系企業の Yes と回答した比率を比較したもの

を図 1 から図 5 に示す。おおむねどの設問についても外資系企業のほうが環境への取り組

みに積極的であることが読み取れる。 

 

表 2 環境への取り組みに関する設問 
内容 設問文 
環境部門の設置 Do you have an environment protection section in your enterprise?
環境マネジメントシステムの採用 Are you adopting environment management system? 
ISO14001 認証 Do you have certificate of ISO 14001? 
環境基準の認証 Do you have certification of environmental standard? 
クリーナープロダクション3 Are you applying cleaner production? 

                                                  
3 ここで Cleaner Production とは UNEP（国連環境計画）のクリーナー・プロダクション専門事務局が
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図 1 環境部門の設置 

（出所）ベトナム統計局 Annual Survey on Enterprises の 2007-08 年データより筆者作

成（図 2～5 も同様）。 

 

 

図 2 環境マネジメントシステムの構築 

 

図 3 ISO14001 認証 

                                                                                                                                                  
1992 年より推進しているものであり、ライフサイクル全体として資源消費量を少なくし，廃棄物の発生を

できる限り抑制することを目的とした生産技術のことを指す。 
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図 4 環境基準の認証 

 

 

図 5 クリーナープロダクションの導入 

 

 また、この調査の特徴として、外国からの投資額を国別に把握することができる点が挙

げられる。国別の投資額のサンプル平均を表 3 に示す。投資シェアが多い順に台湾、日本、

韓国、中国、シンガポール、米国、マレーシア、タイ、香港となっていることがわかる。 

 

表 3 国別投資シェア(Year: 2007-2008) (金額ベース) 

Obs Mean Std. Dev. Min Max 

Foreign share (全世界) 10698 0.251 0.426 0 1 

Foreign share (中国) 10698 0.0130 0.111 0 1 

Foreign share (香港) 10698 0.00545 0.0718 0 1 

Foreign share (日本) 10698 0.0465 0.208 0 1 

Foreign share (韓国) 10698 0.0373 0.187 0 1 

Foreign share (マレーシア) 10698 0.00596 0.0758 0 1 

Foreign share (シンガポール) 10698 0.00960 0.0953 0 1 

Foreign share (台湾) 10698 0.0889 0.283 0 1 

Foreign share (タイ) 10698 0.00553 0.0725 0 1 

Foreign share (米国) 10698 0.00704 0.0823 0 1 

（出所）ベトナム統計局 Annual Survey on Enterprises の 2007-08 年データより筆者が算出。 
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 そこで本稿では、2007 年と 2008 年のデータを用いて対内 FDI がベトナム企業の環境への

取り組みに及ぼす影響を検証する。推計では 5 種（Section、Manage、ISO、Standard、Clean）

の環境への取り組み（1 を「取り組んでいる」とするダミー変数）およびそれら 5 種の取り

組みのうちいくつに取り組んでいるか（0 から 5 の値をとる）を被説明変数とする分析を行

う。ここでは Albornoz et al. (2014)に倣ってロジットモデルおよび順序ロジットモデルによ

る推計を行う。 

 推計式は次の通りである。まず、e 種（e は Section、Manage、ISO、Standard、または Clean）

の環境への取り組み eY に関して、環境への取り組みが行われる確率  1YP e  は次のロジッ

トの式で与えられる。 

 

 e
0 1 2 3

4 5

6 7

logit P Y 1 ( / )

                                            

                                            _

     

e e it e it e it

e it e it

e it e jt

Revenues TFP K L

ROA Trade

Foreign share Horizontal

   

 
 

      
 

 

8 9

10 11

                                       

                                            ( * ) ( * )

                                       

e jt e jt

e jt it e jt it

Forward Backward

Horizontal Trade Forward Trade

 

 

 

 

12     ( * )e jt it j tBackward Trade    

 (1) 

ここでロジット p は    logit p log (1 )p p  であり、オッズ比は各種環境への取り組みを

採用する確率(P)と採用しない確率(1-P)の比として表される。i は企業、j は産業、t は年であ

る。 e0 は定数項であり、Revenuesit は規模効果をコントロールする売上げ（Revenues）で

あり、環境に取り組むための資源の豊かさを考慮に入れるために含めている。TFPit は技術

効果をコントロールする全要素生産性4であり、企業の技術水準が環境技術の導入やマネジ

メントシステムの導入に影響する効果を考慮するために含めている。 (K/L) itは構成比効果

をコントロールする資本労働比率であり、資本集約的な企業ほど環境負荷が大きい点を考

慮するための変数である5。以上の 3 つの効果に加えて、被説明変数が汚染水準ではなく環

境への取り組みであることを鑑みて、企業の経営状態についても考慮に入れる必要がある

と考えられるため、総資産利益率（ROA）を説明変数に加えている。 

第 1 節で述べたように貿易、FDI、そして制度は環境の決定要因において必要不可欠な要

素であると考えられる。そこで企業が貿易をしているかどうかを示す Tradeit（ダミー変数、

1: している、0: していない）、制度については経年でのベトナム全体での制度変化、およ

び産業別の制度の違いをコントロールするために年ダミー（t）および産業ダミー（j）を

                                                  
4 Olley and Pakes (1996) 法による生産関数の推定により計算を行っている。 
5 Cole et al. (2003)は資本集約度と汚染水準に正の相関があることを示している。 
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用いている。FDI については直接効果である外資割合（Foreign_shareit）6に加えて、間接効

果である水平的スピルオーバー（Horizontaljt）と、垂直方向のスピルオーバー効果について

は前方連関スピルオーバー（Forwardjt）と後方連関スピルオーバー（Backwardjt）の両方を

含めている。さらに、水平的スピルオーバーと２つの垂直的スピルオーバーについては貿

易ダミーとの交差項をとったものも含めている。 

なお、スピルオーバー変数については Javorcik (2004)にしたがって、以下の（2）式から

（4）式の値を用いている。 

 
it for all i j

 for all i j

_ iti

jt
iti

Foreign share Y
Horizontal

Y




  



  (2) 

 



jk if k

ktkjjt HorizontalForward    (3) 

 



jk if k

ktjkjt HorizontalBackward    (4) 

ここで Y は売上げ（Revenues）である。また、kj は（川上の）産業 k から（川下の）産業

j に供給される投入係数であり、jkは産業 j から産業 k に供給される投入係数である。両係

数は 2007 年の 2 桁の ISIS 産業分類における IO 表から得ている。各式から分かるように、

Horizontal は同一産業内に占める外資系企業の割合を売上げベースで測ったものである。

また、Forward は当該産業へ財を供給する川上産業における外資系企業の割合を測ってい

て、Backward は当該産業が財を供給している川下産業における外資系企業の割合を測る。

したがって、Horizontal は同一産業内での水平方向での外資系企業のスピルオーバー効果、

Forward は川上産業から受ける垂直方向の外資系企業のスピルオーバー効果、Backward

は川下産業から受ける垂直方向の外資系企業のスピルオーバー効果をそれぞれ測るもので

ある。 

 また 5 種の取り組みの合計値 Z（0 から 5 の値）に関しては、以下の順序ロジットモデル

を用いる。 

 

  1 2 3

4 5

6 7

logit P m ( / )

                                            

                                            _

              

m it it it

it it

it jt

Z Revenues TFP K L

ROA Trade

Foreign share Horizontal

   

 
 

      
 

 

8 9

10 11

12

                              

                                            ( * ) ( * )

                                            (

jt jt

jt it jt it

Forward Backward

Horizontal Trade Forward Trade

Bac

 

 



 

 

 * )jt it j tkward Trade   

 (5) 

                                                  
6 FDIに関するOECD 及び IMFの基準にしたがって、10％未満の外資割合は割合を 0に置き換えている。 
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ここでカテゴリ lz  z z ,,, 21  には順序関係があり、Z はカテゴリのインデックスを表す。

)11(  lmm は定数項であり、 1 から 12 までのパラメータはカテゴリに依存しない。

年ダミー（t）および産業ダミー（j）を含めており、説明変数は(1)式と同様である。 

基本統計量を以下の表 4 に、相関係数を表 5 に示す。 

 

表 4 基本統計量 (Year: 2007-2008) 

Obs Mean Std. Dev. Min Max 

Section（環境部門の設置） 10698 0.280 0.449 0 1 

Manage（環境マネジメントシステム構築） 10698 0.286 0.452 0 1 

ISO（ISO14001 認証） 10698 0.0692 0.254 0 1 

Standard（環境基準の認証） 10698 0.284 0.451 0 1 

Clean（クリーナープロダクションの導入） 10698 0.357 0.479 0 1 

All（5 種の取り組みの合計値） 10698 1.276 1.531 0 5 

Revenues (106VND million) 10698 0.0948 0.440 6.40E-07 20.380 

TFP 10698 311.125 656.158 0.00431 14074.14 

Capital intensity 10698 167.402 1007.603 0.0514 68780.27 

ROA 10698 0.0151 0.334 -30.321 8.302 

Trade 10698 0.0195 0.138 0 1 

（出所）ベトナム統計局 Annual Survey on Enterprises の 2007-08 年データより筆者が算出。 
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表 5 変数間の相関係数行列 
 Section Manage ISO Standard Clean Revenues TFP K/L ROA Trade Foreign_ 

share 
Horizontal Forward Backward 

Section 1              

Manage 0.542 1             

ISO 0.292 0.339 1            

Standard 0.416 0.504 0.317 1           

Clean 0.369 0.501 0.205 0.477 1          

Revenues 0.184 0.155 0.22 0.14 0.0817 1         

TFP 0.151 0.128 0.140 0.141 0.0746 0.526 1        

K/L 0.0794 0.0531 0.0628 0.0463 0.0415 0.204 0.254 1       

ROA 0.0189 0.0195 0.0171 0.0136 0.0045 0.03 0.042 -0.0017 1      

Trade 0.076 0.0616 0.052 0.0594 0.05 0.0574 0.0321 0.0231 -0.0052 1     

Foreign_share 0.175 0.165 0.181 0.211 0.101 0.121 0.129 0.0957 -0.0417 0.0959 1    

Horizontal 0.112 0.0774 0.1014 0.093 0.0434 0.0705 0.0383 -0.0226 -0.0307 0.0465 0.333 1   

Forward -0.0076 0.0056 -0.0102 0.0049 0.0135 -0.0062 -0.016 0.0063 0.0007 0.0101 0.138 0.314 1  

Backward -0.0103 -0.0354 0.0124 -0.0317 -0.0337 0.0247 0.0854 -0.0098 -0.003 0.025 0.0064 0.0704 -0.182 1 
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４． 推計結果 

 

 次に本節では(1)式及び(5)式を用いた推計結果を示す。推計結果を表 7 と表 8 に示す。前

者が貿易ダミーとスピルオーバー変数との交差項を含めない推計、後者が交差項を含めた

推計である。コントロール変数については以下のような結果が得られた。まず、規模効果

（Revenue の係数）については正で統計的に有意な結果が全ての推計において得られており、

先行研究と同様の結果が得られたといえる。他方、技術効果（TFP の係数）については表 7、

表 8 とも(4)列の推計でのみ統計的に有意に正の符号が得られて、資本労働比率については

(1)列の推計でのみ正で有意な符号が得られるなど、生産性と資本労働比率の効果は限定的

である。また ROA については(5)列の推計を除いて正の符号が統計的に有意に得られており、

経営状態が環境への取り組みに影響すると考えられる。最後に貿易ダミーに関しては交差

項を含めたモデルでは統計的に有意にはならかなったものの、交差項を含めていないモデ

ルでは、全てのモデルで貿易を行っている企業ほど環境への取り組みに積極的であること

が示唆されている。 

 次に、FDI の効果について見てみよう。まず、直接効果である外資割合（Foreign_share）

については、全ての推計で統計的に有意に正の符号が得られており、外資系企業は平均的

に内資企業よりも環境への取り組みに積極的であるということが見出されたことになる。

次に水平的スピルオーバー（Horizontal）についてであるが、(1)、(5)、(6)列において、負で

統計的に有意な係数の推計値が得られている7。したがって、水平的スピルオーバーについ

ては前節で述べたように外資系企業の参入による産業内での競争圧力が部分的に環境への

取り組みに悪影響を与えている可能性が示唆される8。他方、前方連関スピルオーバーにつ

いては(2)列において正で有意な結果が得られているが、それ以外は統計的に有意な結果が

得られていない。後方連関スピルオーバーに関しては、交差項を含めていないモデルでは

統計的に有意な結果が得られていないが、交差項を含めたモデルでは、(4)列を除く全ての

交差項のパラメータが正で統計的に有意な結果が得られている。このことから、貿易活動

を行っている企業は行っていない企業に比べて、川下産業の外資系企業から環境への取り

組みを高める影響を受けている可能性が示唆される。この点は、前節で述べた輸出企業の

特徴が知識の吸収に影響する可能性を裏付けるものといえる9。 

                                                  
7 外資シェア変数と水平スピルオーバー変数の相関は表 5 に示したように 0.333 であり、推計モデルに片

方のみを含めた場合も推計結果に大きな違いは生じなかったため、深刻な多重共線性の問題は発生してい

ないと考えられる。 
8「市場侵食効果（FDI によって産業内の競争が激化した事により、地場企業の市場シェアが侵食される効

果）」をコントロールすることが近年重要であることが指摘されている。すなわち、FDI の正のスピルオー

バー効果が負の市場浸食効果によって相殺されてしまう可能性が指摘されており、Keller and Yeaple 
(2009) は市場浸食効果をコントロールすることで FDI からのスピルオーバーが検出される事を米国の企

業レベルのデータから明らかにしている。本研究でもこの欠落変数の問題を回避するために頑健性のチェ

ックのためにハーフィンダール・ハーシュマン指数を作成し、説明変数に含めたが、本研究で示している

推計結果のパラメータに大きな影響は見られなかった。 
9 アルゼンチンのデータを用いた先行研究の Albornoz et al. (2009, 2014)も同様の結果を報告している。 
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表 7 推計結果（交差項なし） 
 (1) (2) (3) (4) (5) (6) 
 Section Manage ISO Standard Clean All 
Revenues 0.355*** 0.242*** 0.0641*** 0.133*** 0.0717** 0.256*** 
 (0.0619) (0.0460) (0.0104) (0.0351) (0.0356) (0.050) 
TFP -0.0000161 -5.25e-06 -2.08e-06 0.0000269** 0.0000112 4.35e-06 
 (0.000013) (0.0000114) (4.13e-06) (0.0000125) (0.0000115) (0.0000131) 
K/L 0.0000768*** 1.52e-06 2.31e-07 -6.12e-06 0.0000118 0.0000176 
 (0.0000211) (0.0000226) (1.55e-06) (6.11e-06) (0.0000325) (0.0000321) 
ROA 0.0770*** 0.0779*** 0.0283* 0.0540* 0.0101 0.0645*** 
 (0.0253) (0.0271) (0.0162) (0.0299) (0.0113) (0.0230) 
Trade 0.132*** 0.115*** 0.0318*** 0.0988*** 0.125*** 0.174*** 
 (0.0288) (0.0299) (0.0123) (0.0295) (0.0329) (0.0296) 
Foreign_share 0.0919*** 0.117*** 0.063*** 0.161*** 0.0777*** 0.165*** 
 (0.0106) (0.0108) (0.00533) (0.00992) (0.0125) (0.0115) 
Horizontal -0.632** -0.413 -0.163 -0.0392 -0.612** -0.569** 
 (0.266) (0.266) (0.157) (0.265) (0.284) (0.258) 
Forward 2.431 7.620* 1.029 2.569 1.003 5.096 
 (3.961) (3.903) (2.205) (3.847) (4.246) (3.845) 
Backward -0.154 0.821 0.776 1.842 0.0392 0.482 
 (1.195) (1.247) (0.844) (1.258) (1.335) (1.223) 
Observations 10,698 10,698 10,655 10,698 10,698 10,698 
（注）*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 説明変数の平均における限界効果を示している。カッコ内はデルタ法

による標準誤差である。また、モデル(1)から(5)はロジット回帰、モデル(6)は順序ロジット回帰である。推

計には産業ダミーと年ダミーおよび定数項も含めている。 

 

表 8 推計結果（交差項あり） 
 (1) (2) (3) (4) (5) (6) 

 Section Manage ISO Standard Clean All 
Revenues 0.355*** 0.241*** 0.064*** 0.133*** 0.0706** 0.255*** 
 (0.0618) (0.0460) (0.010) (0.0351) (0.0355) (0.0504) 
TFP -0.0000162 -5.48e-06 -2.12e-06 0.0000267** 0.0000111 4.38e-06 
 (0.000013) (0.0000114) (4.11e-06) (0.0000125) (0.0000115) (0.0000131) 
K/L 0.0000765*** 1.72e-06 2.47e-07 -6.06e-06 0.0000126 0.0000181 
 (0.0000211) (0.0000231) (1.55e-06) (6.16e-06) (0.0000331) (0.000323) 
ROA 0.0771*** 0.0781*** 0.0280* 0.0541* 0.0101 0.0649*** 
 (0.0253) (0.0271) (0.0361) (0.0299) (0.0113) (0.0230) 
Trade 0.00350 0.0444 0.0281 0.104 -0.0146 0.0470 
 (0.0896) (0.0922) (0.0361) (0.0871) (0.108) (0.0864) 
Foreign_share 0.0924*** 0.117*** 0.0633*** 0.162*** 0.0782*** 0.166*** 
 (0.0107) (0.0108) (0.00532) (0.00992) (0.0125) (0.0115) 
Horizontal -0.627** -0.404 -0.155 -0.0313 -0.614** -0.572** 
 (0.266) (0.265) (0.156) (0.264) (0.284) (0.257) 
Forward 2.369 7.661** 1.143 2.697 1.047 5.070 
 (3.960) (3.895) (2.196) (3.840) (4.237) (3.843) 
Backward -0.205 0.741 0.754 1.784 -0.0412 0.374 
 (1.194) (1.246) (0.842) (1.258) (1.334) (1.224) 
Horizontal*Trade 0.0566 -0.0714 -0.0339 -0.120 0.122 0.0413 
 (0.193) (0.184) (0.0723) (0.173) (0.226) (0.218) 
Forward*Trade 0.411 0.163 -0.0686 -0.137 -0.128 -0.0246 
 (0.316) (0.326) (0.161) (0.319) (0.376) (0.354) 
Backward*Trade 0.514* 0.645** 0.163* 0.415 0.722** 0.830*** 
 (0.267) (0.272) (0.0855) (0.262) (0.318) (0.265) 
Observations 10,698 10,698 10,655 10,698 10,698 10,698 
（注）*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 説明変数の平均における限界効果を示している。カッコ内はデルタ法

による標準誤差である。また、モデル(1)から(5)はロジット回帰、モデル(6)は順序ロジット回帰である。推

計には産業ダミーと年ダミーおよび定数項も含めている。 
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表 9 国別推計結果（交差項なし） 
 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) 
投資国 日本 韓国 中国 台湾 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 米国 香港 ﾏﾚｰｼｱ タイ 
Revenues 0.261*** 0.282*** 0.282*** 0.282*** 0.281*** 0.282*** 0.281*** 0.280*** 0.283*** 
 (0.0522) (0.0533) (0.0533) (0.0533) (0.0531) (0.0533) (0.0532) (0.0532) (0.0532) 
TFP 0.000012 9.62e-06 9.62e-06 9.62e-06 7.89e-06 9.46e-06 0.0000102 8.66e-06 8.84e-06 
 (0.0000141) (0.0000136) (0.0000136) (0.0000136) (0.0000135) (0.0000136) (0.0000136) (0.0000135) (0.0000136) 
K/L 0.0000315 0.0000454 0.0000454 0.0000454 0.0000428 0.0000455 0.0000446 0.0000443 0.0000434 
 (0.0000432) (0.0000485) (0.0000485) (0.0000485) (0.000048) (0.0000484) (0.0000476) (0.0000482) (0.0000482) 
ROA 0.0413** 0.0347* 0.0347* 0.0347* 0.0324* 0.0371* 0.0349* 0.0353* 0.0365* 
 (0.0198) (0.0186) (0.0186) (0.0186) (0.0179) (0.0190) (0.0188) (0.0186) (0.0190) 
Trade 0.181*** 0.208*** 0.208*** 0.208*** 0.210*** 0.208*** 0.209*** 0.210*** 0.202*** 
 (0.0287) (0.0287) (0.0287) (0.0287) (0.0288) (0.0288) (0.0288) (0.0288) (0.0285) 
Foreign_share 0.278*** 0.00554 0.0155 0.0721*** 0.204*** 0.116** 0.104* 0.118** 0.205*** 
 (0.0255) (0.0236) (0.0359) (0.0151) (0.0433) (0.0483) (0.0610) (0.0514) (0.0413) 
Horizontal -1.109** -1.478 -0.137 0.0823 -0.690 0.277 -2.144*** -0.816 -2.027 
 (0.580) (1.058) (1.171) (0.367) (1.044) (1.604) (0.718) (0.939) (1.618) 
Forward -2.601 1.699 -1.683 -2.289 -0.0236 10.691 -0.922 -5.219 -0.772 
 (1.826) (4.245) (13.897) (2.711) (3.875) (11.324) (5.967) (7.124) (1.553) 
Backward -1.624 2.916 -2.149 -1.826 3.129 -0.368 -0.196 -2.841 -2.160 
 (1.413) (4.482) (3.848) (1.542) (3.812) (8.183) (3.335) (6.269) (3.205) 
Observations 10,698 10,698 10,698 10,698 10,698 10,698 10,698 10,698 10,698 

（注）*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 説明変数の平均における限界効果を示している。カッコ内は頑健なデルタ法による標準誤差。推計手法は順序ロジット回帰。

推計には産業ダミーと年ダミーおよび定数項も含めている。 
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表 10 国別推計結果（交差項あり） 
 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) 
 日本 韓国 中国 台湾 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 米国 香港 ﾏﾚｰｼｱ タイ 
Revenues 0.260*** 0.280*** 0.281*** 0.279*** 0.278*** 0.281*** 0.280*** 0.280*** 0.283*** 
 (0.0523) (0.0535) (0.0535) (0.0534) (0.0532) (0.0535) (0.0534) (0.0533) (0.0531) 
TFP 0.000012 9.67e-06 9.90e-06 0.000106 8.16e-06 9.44e-06 0.0000103 8.59e-06 8.93e-06 
 (0.0000141) (0.0000136) (0.0000136) (0.0000136) (0.0000135) (0.0000136) (0.0000136) (0.0000135) (0.0000135)
K/L 0.000032 0.0000455 0.0000462 0.0000439 0.0000429 0.000045 0.0000449 0.0000446 0.0000431 
 (0.0000431) (0.0000482) (0.0000483) (0.0000474) (0.0000475) (0.0000482) (0.0000477) (0.0000478) (0.0000481)
ROA 0.0415** 0.0352* 0.0350* 0.0384** 0.0330* 0.0377** 0.0350* 0.0361* 0.0368* 
 (0.0198) (0.0187) (0.0186) (0.0193) (0.0180) (0.0191) (0.0188) (0.0188) (0.0190) 
Trade 0.0860* 0.0483 0.132** 0.0213 0.266*** 0.144*** 0.215*** 0.0530 0.274*** 
 (0.0511) (0.0623) (0.0587) (0.0668) (0.0785) (0.0525) (0.0533) (0.0704) (0.0468) 
Foreign_share 0.282*** 0.00635 0.0160 0.0744*** 0.205*** 0.114** 0.103* 0.122** 0.205*** 
 (0.0256) (0.0237) (0.0359) (0.0151) (0.0434) (0.0472) (0.0611) (0.0515) (0.0468) 
Horizontal -1.072** -1.307 -0.264 0.111 -0.548 0.0797 -2.164*** -1.045 -1.579 
 (0.580) (1.059) (1.173) (0.368) (1.044) (11.621) (0.721) (0.947) (1.624) 
Forward -2.437 1.854 -1.545 -2.562 0.279 11.621 -1.151 -4.942 -0.550 
 (1.823) (4.245) (13.900) (2.713) (3.873) (11.338) (5.970) (7.121) (1.552) 
Backward -1.409 2.908 -2.161 -1.609 3.095 -1.171 -0.261 -1.428 -1.855 
 (1.413) (4.492) (3.863) (1.545) (3.815) (8.186) (3.336) (6.286) (3.212) 
Horizontal*Trade -0.317 0.341 4.594* 0.626* -4.398** -0.153 0.186 4.064*** -9.873*** 
 (0.238) (0.644) (2.474) (0.356) (1.989) (2.921) (1.340) (1.427) (3.385) 
Forward*Trade 0.137 1.627 -11.194 -0.00252 -14.470 -9.538 -13.640 -3.486 -11.698 
 (0.511) (3.000) (15.702) (1.610) (12.271) (10.587) (17.208) (8.220) (11.769) 
Backward*Trade 1.844*** 8.296*** 6.688 4.089*** 13.426** 14.587*** 2.581 19.779*** 5.750 
 (0.467) (2.279) (4.353) (1.347) (6.093) (4.923) (4.113) (7.502) (13.882) 
Observations 10,698 10,698 10,698 10,698 10,698 10,698 10,698 10,698 10,698 

（注）*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 説明変数の平均における限界効果を示している。カッコ内はデルタ法による標準誤差。推計手法は順序ロジット回帰。推計に

は産業ダミーと年ダミーおよび定数項も含めている。 
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次に、投資国別の FDI の影響を検証するために国別の外資の影響を検証した結果を表 9

と表 10 に示す。ここでは表 7 と表 8 の外資シェアの変数とスピルオーバー効果の変数を投

資国別に作成し説明変数に含めている。なお、表 7 と表 8 と同様に 6 種類の環境への取り

組み変数を被説明変数として分析を行ったが、どの推計でもほぼ同様の結果が得られてい

るため、ここでは代表として 5 種の取り組み全てについて順序ロジットモデルで推計を行

った結果のみを示す。 

 まず、外資の直接効果に関して、多くの国は全体の推計結果と同様に統計的に有意に正

の符号が得られているが、韓国と中国のみ直接効果が統計的に有意になっていない。また、

水平的スピルオーバーに関しては交差項を含めない分析において、日本と香港のみ統計的

に有意に負の符号が得られており、他の国については有意性が得られていない。水平的ス

ピルオーバーの交差項を含めた分析では、中国・台湾・マレーシア・タイにおいて交差項

のパラメータが統計的に有意に正で得られている。このことは、これらの国からの投資に

ついては貿易を行っているベトナム企業はそうでないベトナム企業と比べて各投資国から

の水平的スピルオーバーの正の恩恵を受けていることを示している。一方でシンガポール

については交差項の符号が負であり、逆の結果が得られている。前方連関スピルオーバー

に関しては全体と同様に有意性が得られていないが、他方で後方連関スピルオーバーに関

しては全体の分析と同様に、交差項を含めた分析において中国、香港、タイを除いて貿易

ダミーとの交差項の符号が統計的に有意に正で得られている。 

 

５．頑健性の確認 

 

前節で示した分析結果の頑健性を確認するために追加の推定を行う。まず、スピルオー

バー変数を計算する際に、(2)式から(4)式では、各企業の売上額に基づいて産業内および川

上・川下産業における外資系企業の割合を測っているが、各企業の雇用者数に基づいて外

資系企業の割合を測ることもできる10。そこで、(2)式の Y（売上）を雇用者数に変えて前

節と同じ推計を行う。なお、前節と同様に貿易ダミーとスピルオーバー変数との交差項を

入れない推計と入れた推計の両方を行ったが、結果が前節のものと定性的にほとんど変わ

らないという点で違いがないので、ここでは交差項を入れた結果のみを表 11 と表 12 に示

す。表 11 はすべての国からの FDI を含めた推計で表 12 は投資国別に分けた推計である。 

表 11 に示すように、FDI 全体に関する推計では水平的スピルオーバーが負で有意である

のは(1)列目のみになり、表 8 より負の効果が少し弱まっている。他方、前方連関スピルオ

ーバーはいずれも有意でないのに対して、後方連関スピルオーバーは(2)列目のみ正で有意

な結果が得られている。若干の違いはあるものの表 8 とほぼ同じである。貿易ダミーとの

交差項については、後方連関スピルオーバーのみ正で統計的に有意であることも表 8 と同

様であるが、(1)～(6)のすべてで統計的に有意になるなど、有意性に若干の改善が見られる。 

                                                  
10 例えば Aitken and Harrison (1999) はこの方法を用いている。 
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表 11 推計結果（雇用者数基準、交差項あり） 
 (1) (2) (3) (4) (5) (6) 

 Section Manage ISO Standard Clean All 
Revenues 0.356*** 0.243*** 0.064*** 0.133*** 0.0708** 0.255*** 
 (0.0619) (0.0461) (0.0104) (0.0352) (0.0356) (0.0506) 
TFP -0.0000164 -5.69e-06 -2.14e-06 0.0000268** 0.0000112 4.53e-06 
 (0.000013) (0.0000114) (4.11e-06) (0.0000125) (0.0000115) (0.0000131) 
K/L 0.0000765*** 1.60e-06 2.47e-07 -6.07e-06 0.0000129 0.0000182 
 (0.000021) (0.0000231) (1.56e-06) (6.12e-06) (0.0000336) (0.000326) 
ROA 0.0765*** 0.0784*** 0.0281* 0.0548* 0.00996 0.0652*** 
 (0.0250) (0.0268) (0.0154) (0.0298) (0.0114) (0.0228) 
Trade 0.00594 0.0418 0.0211 0.0854 -0.00141 0.0504 
 (0.074) (0.0771) (0.0292) (0.0755) (0.0879) (0.0691) 
Foreign_share 0.0929*** 0.118*** 0.0635*** 0.162*** 0.0786*** 0.166*** 
 (0.0107) (0.0108) (0.00532) (0.00992) (0.0125) (0.0116) 
Horizontal -0.826** 0.0211 -0.155 -0.287 -0.566 -0.629 
 (0.406) (0.413) (0.250) (0.411) (0.446) (0.407) 
Forward 0.060 0.945 -1.075 1.476 -0.603 0.504 
 (1.558) (1.563) (1.149) (1.578) (1.653) (1.491) 
Backward -0.792 1.155* 0.183 -0.688 -1.028 0.810 
 (0.598) (0.632) (0.379) (0.624) (0.666) (0.610) 
Horizontal*Trade 0.0214 -0.134 -0.0270 -0.105 0.094 0.0112 
 (0.173) (0.166) (0.0596) (0.155) (0.205) (0.195) 
Forward*Trade 0.502 0.242 -0.0560 -0.132 -0.128 -0.0117 
 (0.358) (0.362) (0.177) (0.345) (0.428) (0.404) 
Backward*Trade 0.520** 0.638*** 0.159* 0.405* 0.641** 0.760*** 
 (0.236) (0.237) (0.0858) (0.233) (0.276) (0.240) 
Observations 10,698 10,698 10,655 10,698 10,698 10,698 
（注）*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 説明変数の平均における限界効果を示している。カッコ内はデルタ法

による標準誤差である。また、モデル(1)から(5)はロジット回帰、モデル(6)は順序ロジット回帰である。推

計には産業ダミーと年ダミーおよび定数項も含めている。 
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表 12 国別推計結果（雇用者数基準、交差項あり） 
 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) 
 日本 韓国 中国 台湾 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 米国 香港 ﾏﾚｰｼｱ タイ 
Revenues 0.260*** 0.279*** 0.281*** 0.280*** 0.280*** 0.281*** 0.280*** 0.279*** 0.282*** 
 (0.0523) (0.0536) (0.0535) (0.0534) (0.0532) (0.0533) (0.0533) (0.0533) (0.0533) 
TFP -0.0000117 -0.0000102 9.82e-06 0.0000104 7.84e-06 9.49e-06 0.0000102 8.71e-06 9.30e-06 
 (0.0000141) (0.0000136) (0.0000136) (0.0000136) (0.0000135) (0.0000136) (0.0000136) (0.0000135) (0.0000136)
K/L 0.000032 0.0000458 0.0000462 0.0000434 0.0000426 0.000046 0.0000447 0.000045 0.0000434 
 (0.000043) (0.0000481) (0.0000484) (0.0000474) (0.0000476) (0.0000477) (0.0000477) (0.0000479) (0.0000481)
ROA 0.0410** 0.0348* 0.0346* 0.0385** 0.0333* 0.0375* 0.0343* 0.0359* 0.0376* 
 (0.0196) (0.0187) (0.0185) (0.0194) (0.0182) (0.0191) (0.0186) (0.0187) (0.0192) 
Trade 0.0788 0.0673 0.171*** 0.00913 0.201*** 0.185** 0.218*** 0.0631 0.208*** 
 (0.0503) (0.0634) (0.0520) (0.0691) (0.0651) (0.0724) (0.0499) (0.0685) (0.0469) 
Foreign_share 0.281*** 0.00575 0.0158 0.0749*** 0.205*** 0.115** 0.103* 0.121** 0.207*** 
 (0.0256) (0.0236) (0.0359) (0.0151) (0.0434) (0.0476) (0.0610) (0.0513) (0.0409) 
Horizontal 0.00307 -3.463** -0.233 -0.272 0.212 0.0625 -2.857*** -0.444 -1.469 
 (0.656) (1.343) (1.449) (0.520) (1.417) (2.865) (0.878) (1.941) (2.793) 
Forward 5.704 4.884 -0.947 -4.783 12.889 20.142 -10.778 5.111 -13.860 
 (4.228) (6.095) (10.583) (5.310) (10.118) (30.208) (9.041) (15.696) (10.329) 
Backward 3.464 0.868 -2.868 -1.210 8.222 7.009 -0.590 -3.483 -6.643 
 (2.382) (2.347) (4.376) (1.608) (6.508) (7.814) (3.029) (12.817) (5.796) 
Horizontal*Trade -0.360 0.962 2.025 0.586 -4.921 5.183 0.0185 4.779** -11.257** 
 (0.224) (0.741) (2.305) (0.386) (3.140) (6.527) (0.909) (1.867) (5.240) 
Forward*Trade 0.142 -0.979 -9.870 -0.369 -12.724 -53.594* -13.497 -8.929 -16.539 
 (0.397) (4.421) (16.793) (1.486) (15.779) (32.288) (23.266) (14.043) (25.459) 
Backward*Trade 2.983*** 7.286*** 5.693 3.476*** 19.370*** 16.039* 1.388 43.010*** 51.089** 
 (0.807) (2.310) (4.684) (0.953) (6.092) (9.736) (2.621) (14.286) (24.562) 
Observations 10,698 10,698 10,698 10,698 10,698 10,698 10,698 10,698 10,698 

（注）*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 説明変数の平均における限界効果を示している。カッコ内はデルタ法による標準誤差。推計手法は順序ロジット回帰。推計に

は産業ダミーと年ダミーおよび定数項も含めている。 
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表 12 には投資国別の推計結果を示している。表 10 の結果と比べると、表 10 では日本に

ついて負で有意だった水平的スピルオーバー（Horizontal）が、符号が正に変わり統計的な

有意性はなくなった。逆に韓国は表 10 では水平的スピルオーバーが有意でなかったが、表

12 では負で有意な結果になっている。前方・後方連関スピルオーバーはいずれの国につい

ても統計的な有意性はなく、表 10 の結果と同じである。貿易ダミーとの交差項については、

水平的スピルオーバーに関して、中国、台湾、シンガポールで符号の変化はないものの、

表 10 では有意だったのが有意性がなくなった。逆に、米国については前方連関の交差項、

タイについては後方連関の交差項が新たに有意な結果となった。しかし、全体的には投資

国別の結果についてもあまり大きな定性的な変化はみられない。 

次に、これまでの分析ではスピルオーバー効果を受ける対象に外資系企業も含めてきた。

それに対して、対象を地場企業に絞ったら結果は変わるだろうか。サンプルを地場企業に

絞って推計を行った結果を表 13 と表 14 に示す。なお、スピルオーバー変数の計算には表 7

～10 と同様に売上を用いている。また、貿易ダミーとスピルオーバー変数との交差項を入

れない推計と入れた推計の両方を行ったが、結果にあまり違いはみられないので、ここで

は交差項を入れた結果のみを示す。 

 

表 13 推計結果（地場企業のみ、交差項あり） 
 (1) (2) (3) (4) (5) (6) 

 Section Manage ISO Standard Clean All 
Revenues 0.438*** 0.287*** 0.0335*** 0.234*** 0.0954 0.274*** 
 (0.108) (0.0682) (0.00807) (0.0601) (0.0803) (0.0948) 
TFP -0.0000101 -0.0000138 8.15e-06** 0.0000332** 0.0000167 0.0000233 
 (0.0000178) (0.0000152) (3.68e-06) (0.0000142) (0.0000185) (0.0000204) 
K/L 0.0000965** 0.000043 4.07e-06 0.0000143 0.0000309 0.0000634 
 (0.0000455) (0.0000295) (4.88e-06) (0.0000128) (0.0000231) (0.0000385) 
ROA 0.0913** 0.0807*** 0.00446 0.0235 0.00666 0.0455** 
 (0.0359) (0.0325) (0.00639) (0.0237) (0.00935) (0.0198) 
Trade -0.171 0.050 0.0302 0.0499 -0.150 0.00496 
 (0.219) (0.157) (0.0508) (0.121) (0.201) (0.145) 
Horizontal -0.529* -0.090 -0.0895 0.0837 -0.661* -0.388 
 (0.311) (0.316) (0.168) (0.310) (0.342) (0.326) 
Forward 1.891 7.847** -1.016 -0.725 -0.897 2.670 
 (4.892) (4.994) (2.492) (4.849) (5.570) (5.384) 
Backward -1.369 -0.658 1.017 0.817 -1.697 1.201 
 (1.218) (1.295) (0.705) (1.254) (1.441) (1.413) 
Horizontal*Trade 1.257 0.495 -0.291* 0.951* 0.895 0.845** 
 (0.918) (0.447) (0.160) (0.494) (0.685) (0.357) 
Forward*Trade 1.382 -2.356 -0.304 -2.241* -1.927 -2.059* 
 (1.670) (1.604) (0.355) (1.171) (1.953) (1.050) 
Backward*Trade -0.0665 0.785 0.426* -0.527 0.980 0.727 
 (0.616) (0.542) (0.252) (0.545) (0.655) (0.442) 
Observations 7,894 7,894 7,894 7,894 7,894 7,894 

（注）*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 説明変数の平均における限界効果を示している。カッコ内はデルタ法

による標準誤差である。また、モデル(1)から(5)はロジット回帰、モデル(6)は順序ロジット回帰である。推

計には産業ダミーと年ダミーおよび定数項も含めている。  
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表 14 国別推計結果（地場企業のみ、交差項あり） 
 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) 
 日本 韓国 中国 台湾 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 米国 香港 ﾏﾚｰｼｱ タイ 
Revenues 0.274*** 0.275*** 0.273*** 0.274*** 0.272*** 0.275*** 0.275*** 0.274*** 0.275*** 
 (0.0946) (0.0948) (0.0950) (0.0948) (0.0974) (0.0954) (0.0949) (0.0952) (0.0946) 
TFP 0.0000234 0.0000227 0.0000241 0.0000244 0.0000234 0.000023 0.0000235 0.0000244 0.0000227 
 (0.0000204) (0.0000204) (0.0000206) (0.0000205) (0.0000206) (0.0000205) (0.0000204) (0.0000205) (0.0000204)
K/L 0.0000638 0.000063 0.0000647* 0.0000663 0.0000759** 0.0000625 0.000063 0.0000659* 0.0000639 
 (0.0000395) (0.0000395) (0.0000389) (0.0000386) (0.0000354) (0.0000395) (0.0000396) (0.0000385) (0.0000402)
ROA 0.0488** 0.0477** 0.0469** 0.0471** 0.0463** 0.0461** 0.0456** 0.0464** 0.0464** 
 (0.0203) (0.0201) (0.0200) (0.0201) (0.0200) (0.0197) (0.0199) (0.0199) (0.0199) 
Trade 0.169** 0.158* 0.167 0.0860 0.506*** 0.281*** 0.282*** 0.122 0.355*** 
 (0.0847) (0.0859) (0.120) (0.0914) (0.119) (0.0731) (0.0969) (0.104) (0.0593) 
Horizontal -0.177 -0.872 0.100 -0.138 1.525 -0.697 -1.915** -0.830 -3.189 
 (0.812) (1.350) (1.489) (0.441) (1.261) (2.050) (0.956) (1.206) (2.073) 
Forward -3.109 4.110 11.687 0.562 2.445 -5.159 1.641 3.555 -1.220 
 (2.333) (5.371) (17.217) (3.345) (4.410) (15.730) (6.729) (8.497) (1.774) 
Backward -0.891 1.509 -4.314 -0.541 5.962 -9.290 -1.540 5.105 -0.816 
 (1.754) (5.315) (4.914) (1.854) (4.532) (10.117) (3.810) (7.552) (3.808) 
Horizontal*Trade -0.440 0.664 12.943 1.328*** -3.665 2.299 -2.978 5.454*** -9.173** 
 (1.074) (1.052) (8.082) (0.464) (2.766) (4.867) (6.372) (1.927) (4.456) 
Forward*Trade -1.158 -3.833 -55.601 -6.689* -100.987** -47.290 15.865 -24.306** -5.051 
 (1.600) (5.205) (66.010) (3.601) (47.601) (37.313) (41.597) (12.042) (15.854) 
Backward*Trade 2.111*** 8.132** 5.777 3.378 12.176 9.800 2.727 14.754 -11.485 
 (0.719) (3.385) (8.829) (2.250) (8.567) (7.113) (10.066) (10.759) (17.275) 
Observations 7,894 7,894 7,894 7,894 7,894 7,894 7,894 7,894 7,894 

（注）*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 説明変数の平均における限界効果を示している。カッコ内はデルタ法による標準誤差。推計手法は順序ロジット回帰。推計に

は産業ダミーと年ダミーおよび定数項も含めている。
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まず表 13 について、貿易ダミーと水平的スピルオーバーとの交差項が(3)列で負、(4)列

と(6)列において正でそれぞれ有意になったことと、貿易ダミーと前方連関スピルオーバー

との交差項が(4)列と(6)列において負で有意になったこと、さらに貿易ダミーと後方連関ス

ピルオーバーとの交差項が(3)列を除いて有意でなくなったことが表 8との違いとして挙げ

られる。それ以外は、符号の変化は多少あるものの表 8 と定性的にはあまり違いはない。 

表 14 についても同じく、表 10 と比較してみると、日本について水平的スピルオーバー

（Horizontal）が有意でなくなったものの、貿易ダミーと前方連関との交差項が台湾、シン

ガポール、マレーシアについて新たに負で有意な結果が得られ、貿易ダミーと後方連関と

の交差項が正で有意である国が減るなど、全体的に表 10 よりも係数の推計値がややマイナ

スの方向にシフトする傾向がみられる。したがって、表 13 と表 14 に示した推計結果から、

地場企業は貿易をしていても後方連関スピルオーバーの影響があまりみられず、逆に前方

連関を通じて負の影響を受ける場合があるという点で、外資系企業も含めた場合とは多少

の違いがあることが分かった。しかし、全体としては前節での結果からそれほど大きな違

いはみられない。以上より、前節の分析結果はおおむね頑健であると考えられる。 

 

６．結論 

 

 本稿ではベトナムの企業レベルデータを用いて、対内 FDI がベトナム企業の環境への取

り組みに及ぼす影響について検証を行った。本稿の分析から、FDI の直接効果は正であり、

外国からの直接投資は全体としてベトナム企業の環境への取り組みを促進する効果をもっ

ていることを確認した。また、垂直的スピルオーバー効果は前方連関も後方連関もともに

ほとんどの場合において統計的に有意でないが、水平的スピルオーバーについてはいくつ

かの環境への取り組みについて統計的に有意な負の効果がみられた。後者については

Albornoz et al. (2009, 2014)などの先行研究ではみられなかった効果であるが、生産性のスピ

ルオーバー効果に関する文献では一般的に確認されている。同一産業内での環境への取り

組みに関する外資系企業から内資企業へのデモンストレーション効果のような正のスピル

オーバーよりも、外資系企業との競争によるマーケットシェアの減少の結果、環境への取

り組みに消極的になる負の効果のほうが大きいことが主な要因ではないかと考えられる。

しかし、本稿の分析ではそれらの効果を分解して検証することまではできていないので、

さらに詳しい分析を行う必要がある。また、外国と貿易をしている企業については、財の

供給先の産業における外資系企業の割合が高いことによる後方連関の垂直的スピルオーバ

ー効果がいくつかのケースで統計的に有意に正であり、これについては Albornoz et al. 

(2009, 2014)の知見と一致する。この点についても、なぜ貿易を行っている企業については

正の後方連関スピルオーバー効果がみられるのかについてより詳しい分析が求められる。 

さらに先行研究にはみられない本稿の貢献として、投資国別の違いを明らかにしたとい

う点が挙げられる。とりわけ直接効果が日本を含め多くの国については正で有意であるの
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に対して、一部の国（中国、韓国）については有意でないという点や、水平的スピルオー

バーに関しては日本や香港については（全体での分析結果と同様に）負で有意であるのに

対して、他の多くの投資国については有意でないという点、また、後方連関スピルオーバ

ーと貿易ダミーの交差項が日本を含めて多くの投資国については（全体での分析結果と同

様に）正で有意であるのに対して、一部の国（中国、香港、タイ）については有意でない

といったように、投資国別に直接効果と各スピルオーバー効果の違いが見られることを明

らかにした点が特筆される。しかし、なぜ投資国によってそのような違いがあるのかとい

う点については、まだ要因を十分に明らかにするに至っておらず、今後の課題である。 

本稿の分析から得られた結果について日本からベトナムへの投資に着目してまとめるな

らば、日本からの投資について①直接効果が正であり、ベトナムの個別企業の環境行動に

良い影響を与えていること、②貿易を行っている企業については、財の供給先の産業で日

本からの投資比率が高いほど環境への取り組みが積極的である傾向がみられること、しか

し③同一産業内で日本からの投資比率が高いと逆に環境への取り組みに消極的になってし

まう、といった影響が明らかになった。ここで、①については多くの投資国にも見られる

効果であるが中国と韓国からの投資とは異なること、②についても多くの投資国と同様の

効果であるが中国、香港、タイからの投資とは異なること、③については日本と香港から

の投資にしか見られない効果であることが特筆される。特に注意が必要な点は、③の水平

的スピルオーバーが負であるのが日本と香港からの投資についてのみ該当する点である。

要因としては上述の通り、一般的には正のスピルオーバー効果と負の競争効果の合成とし

て説明することが可能であるが、日本と香港からの投資については、正のスピルオーバー

効果が弱いか、または負の競争効果が強い可能性が考えられる。しかし、なぜそのような

特徴があるかについてはさらなる分析を行って明らかにしていく必要がある。 

このように一部の効果については少し留保が必要ではあるものの、少なくとも日本から

の FDI について直接的にはベトナム企業の環境への取り組みを促進する効果が確認された

という点については、投資そのものの効果に加えて、副次的なプラスの効果として主張す

ることができるだろう。 
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